
（１）企業の海外展開と県産品の輸出の促進

１０年後の目指す姿

【元気４】海外の成長を取り込み共に発展する大分県の実現

現状と課題

◆県内企業等が、海外展開に果敢に挑戦し、アジアのみならず欧米等にもそ
のウイングを広げ、海外の成長を取り込んでいる。

◆輸出に挑戦する県内事業者の裾野が広がり、農林水産物や加工品など県産
品の輸出が拡大している。

■人口減少に伴う国内需要の縮小が懸念される一方で、成長著しいアジアをはじめとする海

外市場では、質の高い日本の加工品等への需要が高まるなど、企業の稼ぐ力を向上させる

チャンスが拡大しています。

■ものづくり産業では、半導体や医療機器産業をはじめとする企業の商談や交流を通じて、

海外とのマッチング等を実施してきました。関係を構築した企業間の交流や支援機関との

連携を一層強化し、幅広い分野で県内企業と海外企業との取引を拡大する必要があります。

■農林水産物では、海外ニーズに対応した生産・加工体制の構築等により、輸出実績は順調

に増加しています。今後は、輸出拡大が見込まれる養殖ブリや牛肉などの品目の販路拡大

等を強化することが重要です。

■県産加工品の輸出額は、増加傾向にありますが、海外展開に要するノウハウやネットワー

クの不足により、本格的な輸出に踏み出せていない事業者が多い状況です。
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※１ 国内外に支部や事務所を持ち、日本の貿易の発展・拡大のため活動を行う独立行政法人日本貿易振興機構の略称
※２ 国の中小企業政策の中核的な役割を担い、企業の成長ステージに合わせた幅広い支援メニューを提供する独立行政法人

主な取組

①企業の海外展開支援

・国・地域別のバイヤー商談会やテストマーケティング、

海外展開経費への助成など、企業の海外展開の段階に応

じたワンストップ支援

・商社や貿易アドバイザー、大分県上海事務所等のネット

ワークを活用した営業力の強化

・海外政府機関等との協力関係の強化

・留学生やその卒業生・海外県人会等と連携した海外ネッ

トワークの拡大

・外資系企業の誘致促進など、グローバルな産業拠点づくりを通じた地場企業の活性化

②県産品の輸出促進

・ジェトロ※１や中小企業基盤整備機構※２など、関係機関相互の情報共有による輸出に取り

組む事業者への切れ目ない支援

・輸出先国ニーズに対応した貯蔵・加工施設、検疫基準等

の規制に対応した生産・出荷体制の整備への支援

・新たに輸出に取り組む品目の拡大に向けた農林水産物の

ニーズ調査、テスト輸送等の実施

・現地の消費者目線による食べ方提案等を通じたＰＲ、現地

インフルエンサーを活用した現地語による情報発信の強化

・新たな輸出ルートの開拓への支援

・県産品輸出拡大に向けた一体的なプロモーションの実施

目標指標

ボストン市での農産品ＰＲ

上海市での県産品展示商談会

指 標 名
基準値 目標値

Ｒ５年度 Ｒ６年度 Ｒ７年度 Ｒ８年度 Ｒ９年度 Ｒ10年度 Ｒ15年度

県の施策により新たに海外取引を開始
した企業数(社・累計)

10 20 31 43 56 70 155

農林水産物の輸出額(億円) 48 57 57 59 61 63 80

加工品の輸出額(億円) 10.1 11.4 11.9 12.4 12.9 13.4 16.5 

主な担当部局：企画振興部、商工観光労働部、農林水産部
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（２）外国人に選ばれ、共生できる大分県づくり

１０年後の目指す姿

【元気４】海外の成長を取り込み共に発展する大分県の実現

現状と課題

◆外国人が安心して暮らし、働くことができる環境が整っており、本県が魅
力的な働く場所として外国人から選ばれている。

◆国籍や民族が異なる人々が互いの文化的違いを認め合い、対等な関係を築
きながら共生し、外国人が地域を担う一員として活躍している。

県内在留外国人数（国籍別） 外国人労働者数

ベトナム 中国 フィリピン インドネシア

韓国 ミャンマー その他

16,627

14,045

12,493

13,591

大分県調べ（各年６月末現在）
厚生労働省「外国人雇用状況報告」（各年１０月末現在）

■少子高齢化・人口減少の進展による人手不足が深刻化する中、外国人材へのニーズが高

まっています。

■人材の確保・育成を目的とする育成就労制度※１が令和９年までに開始される予定です。

制度に沿った円滑・適正な受入れを進め、外国人から選ばれる県になるための取組が必要

です。

■本県の人口あたり留学生数は全国トップクラスである一方で、令和４年度の県内就職率

は9.3％に留まっています。このため、就職や起業等への支援を通じて、留学生の県内定

着を図っていくことが重要です。

■在留外国人数は増加していますが、外国人住民を対象とした日本語教室の数は８市19か所に

留まっています。外国人住民が日本語教育を受けやすい環境づくりが求められています。

■外国人が安心して暮らせる地域づくりを進めるためには、外国人と地域住民の交流促進

など、外国人が地域の一員として活躍できる環境をつくっていくことが必要です。

（人）

※１ 外国人労働者のスキル向上とキャリア形成を支援し、日本での長期的な就労を促進することを目的とする制度。技能実習制度で
は認められていない本人の意向に基づく転職なども可能となる。令和９年までに制度開始される予定
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※２ 県が設置主体の留学生支援施設（別府市京町）。留学生の就職・起業支援のほか、留学生との協働によるビジネス展開を希望す
る企業等への支援などを実施

※３ ＡＳＥＡＮ諸国等に、現地日本語教師・学習者を支援する人材“日本語パートナーズ”を派遣し、現地日本語教師の教育活動を支援
するとともに、日本語と日本文化の魅力を伝えることを目的とした事業

※４ 学校生活を送る上で必要な挨拶や言葉、学習に必要なひらがな･カタカナの発音や表記、漢字の意味、文法などの日本語の指導を
在籍学級以外の教室で行うこと。

主な取組

①外国人材の受入れ・活躍支援
・ベトナムやインドネシア等における外国人材アドバイザー配置

など、外国人材の受入れに向けた現地での体制づくり

・市町村や関係機関と連携した円滑・適正な受入れやキャリア

アップの支援

・外国人材が安心して働くことができる環境等の整備

・ＳＮＳ等を活用した外国人に対する大分での仕事や生活等に関す

る情報発信

・おおいた留学生ビジネスセンター（ＳＰＡＲＫＬＥ） ※２を拠点と

した留学生の県内就職・起業支援の充実による県内定着の推進

②多文化共生の推進

＜相互交流・理解の促進＞
・地域における外国人住民との交流の場づくりの促進

・留学生による外国語教室の開催など、多文化共生に向け

た相互交流の促進

・外国人住民にとってのセーフティネットの役割を担う国

際交流団体のネットワーク強化

・「日本語パートナーズ事業※３」を通じたＡＳＥＡＮ諸国と

の相互理解の促進

＜生活支援の充実＞
・外国人住民の生活の疑問や困りごと等に多言語で対応す

る相談体制の充実

・多言語対応など災害時における外国人支援体制の充実

＜日本語教育の充実＞
・外国人をはじめ、日本語指導が必要な児童生徒に対する

小中学校等での教育支援体制の充実

・市町村等と連携した地域における日本語教育体制の強化、

日本語教育を行う人材の確保とスキルアップの支援

目標指標

日本語人材スキルアップ研修

日本語パートナーズ研修

県内企業向け
外国人雇用リーフレット

指 標 名
基準値 目標値
Ｒ５年度 Ｒ６年度 Ｒ７年度 Ｒ８年度 Ｒ９年度 Ｒ10年度 Ｒ15年度

外国人労働者数(人) 9,982 11,300 12,800 14,200 15,700 17,200 23,800

特別の教育課程による日本語指導※４が
必要な児童生徒のうち、当該指導を受
けられている児童生徒の割合(％)

82.9 100 100 100 100 100 100

日本語教室参加者数(人・累計) 160 340 540 760 1,000 1,260 3,570

主な担当部局：企画振興部、商工観光労働部
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